
第 1 0 7 4回 教 育 委 員 会 

 

令和元年９月６日 

県庁舎教育委員室  

 

１ 開   会    午後２時 

 

２ 会議録署名委員の指名 

 

３ 会期の決定 

 

４ 議   題 

議第１号 教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況の点検及

び評価について                  （総務課） 

議第２号 令和元年度山形県教育功労者表彰被表彰者の決定について 

○○○○○○○○○○○○○      （総務課） 

議第３号 地方教育行政の組織及び運営に関する法律第29条の規定に基づ

く意見について 

  令和元年度山形県一般会計補正予算のうち教育委員会に関する事務に

係る部分                         （総務課） 

 

５ 閉   会 



議第 １ 号 

 

教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価 

について 

 

 教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価の結果につ

いて、別紙のとおり報告書を作成し、県議会に提出するとともに、公表する。 

 

   提 案 理 由 

 地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和 31年法律第 162号）第 26条第１

項の規定により、教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況の点検及び評

価の結果について、報告書を作成し、県議会に提出するとともに、公表するため提案

するものである。 

 

  令和元年９月６日提出 

 

山形県教育委員会         

教育長 菅 間 裕 晃    

議1－1
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参考資料１ 

平成 30年度「教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行状況」の 

点検及び評価報告書（案）に係る山形県教育懇話会の意見について 
 

１ 教育懇話会（８月 26日開催）での主な意見  

（１）目標指標について 

・ 人数の増を目標に設定すると人口減少の影響が排除できないので、第６次

山形県教育振興計画の後期計画では考慮いただきたい。（Ｐ10 【７ 個々の能力を

最大限に伸ばすための環境整備と確かな学力育成】関係など） 
・ 報告書に６教振策定時の現況値や令和２年３月の目標値が入ったことで、

現時点でどのくらいの到達度なのかがわかりやすくなった。（報告書全般） 

（２）家庭教育の推進について 

保護者に対する教育、特に保護者同士が相談できる機会をさらに充実すると

ともに、高校生段階から家庭を持つ責任等を学ぶ機会の充実も図っていただき

たい。未達成となっている「将来の夢や目標を持っている児童生徒の割合」や

「毎食朝食を摂っている児童生徒の割合」についても、学校だけではなく、家

庭や地域の関わりが大切であり、さらなる働きかけが必要である。（Ｐ５【１ い

のちの教育の推進 】関係、Ｐ７【３ 生命の継承の大切さに関する教育の推進 】関係、【４ 

教育の原点である家庭教育・幼児教育の推進 】関係、Ｐ８【６  健やかな体の育成 】関係） 

（３）確かな学力の育成について 

根幹である学力の育成関係に目標の未達成が多いのは大きな課題である。 

今後もしっかりと施策を評価・検証し、６教振の後期計画で重点的に対策を盛

り込む必要がある。（Ｐ10【７ 個々の能力を最大限に伸ばすための環境整備と確かな学力

育成】関係） 

（４）特別支援教育の充実について 

障がいのある児童生徒の個別の指導計画の策定状況や特別支援学校教諭免 

許状保有率がほぼ 100％に近づいており評価できるが、重要なのは指導計画の

有効性や教諭一人ひとりの専門性の向上のための環境整備であり、数字だけに

とらわれず、内容の充実に取り組んでいただきたい。（Ｐ16【10 特別支援教育の充

実 】関係）  

（５）競技スポーツの推進について 

小学生からのトップアスリートの育成は成果が現れるのに時間がかかるが、

このような人材育成の取組みは東京オリンピック後も継続すべきと思う。（Ｐ24

【20 競技スポーツの推進 】関係）  

２ １を踏まえた点検・評価報告書（案）の修正について  

特になし 
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参考資料２ 

未達成となった目標指標の関係要素について 

○８月定例教育委員会における御意見を受け、未達成の目標指標のうち、学校以外の社会的要因の影響が大きいと考えられる

指標について想定される関係要素を検討した。 

○今後、さらに検討・分析を進め、施策展開に生かすとともに、第６次山形県教育振興計画の後期計画の指標の検討にも生か

していく。 

 

目標指標・達成状況 想定される関係要素 

②将来の夢や目標を持っている児童生

徒の割合 

（文部科学省 

「全国学力・学習状況調査」） 

：小・中学校それぞれ増加させる 

 

【H30実績】 

小学校 6年生：84.8％ 

（H30.4：86.2％） 

中学校 3年生：72.3％ 

（H30.4：75.5％） 

 

【計画策定時】 

小学校 6年生：88.2％（H26.4） 

中学校 3年生：73.7％（H26.4） 

【R2.3目標値】 

小・中学校それぞれ増加させる 

○将来の夢や目標を持っている児童生徒の割合（％）全国平均との比較（矢印は前年比） 

 年度 H26 H27 H28 H29 H30 H31 

小

６ 

山形県 88.2 87.6↓ 85.8↓ 87.2↑ 86.2↓ 84.8↓ 

全国平均 86.7 86.5↓ 85.3↓ 85.9↑ 85.1↓ 83.8↓ 

中

３ 

山形県 73.7 72.9↓ 72.8↓ 72.7↓ 75.5↑ 72.3↓ 

全国平均 71.4 71.7↑ 71.1↓ 70.5↓ 72.4↑ 70.5↓ 

 

○夢を持てない理由（県子育て推進部「子どもの生活実態調査」H30） 

 夢が「ない」「どちらかといえばない」と回答した割合 小５：12.8％、中２：31.5％ 

理由 小５ 中２ 

今のままで満足だから 1.3％ 3.2％ 

具体的な夢が思い浮かばないから 71.1％ 80.5％ 

夢をかなえるのが難しいと思うから 10.5％ 3.7％ 

わからない・無回答 17.1％ 12.7％ 
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目標指標・達成状況 想定される関係要素 

④不登校児童生徒の出現率 

（文部科学省「児童生徒の問題行動・

不登校等生徒指導上の諸課題に関す

る調査」） 

：減少させる 

 

【H30実績】 

小学校：0.40％（H28：0.36％） 

中学校：2.69％（H28：2.45％） 

 

【計画策定時】 

小学校 0.28％（H25） 

中学校 2.28％（H25） 

【R2.3目標値】 減少させる 

○不登校児童生徒の出現率（％）全国平均との比較（矢印は前年比） 

 年度 H25 H26 H27 H28 H29 

小

６ 

山形県 0.28 0.27↓ 0.30↑ 0.36↑ 0.40↑ 

全国平均 0.36 0.39↑ 0.42↑ 0.47↑ 0.54↑ 

中

３ 

山形県 2.28 2.23↓ 2.22↓ 2.45↑ 2.69↑ 

全国平均 2.69 2.76↑ 2.83↑ 3.01↑ 3.25↑ 

 

○不登校の要因（全国）（H29調査結果から） 

 ①家庭に係る状況          小：54.1％ 中：30.8％ 

②いじめを除く友人関係をめぐる問題 小：18.9％ 中：28.2％ 

③学業の不振            小：14.0％ 中：21.8％ 

 

○家庭の状況や親子関係の複雑化・困難化の状況 

・一人親世帯の割合（政府統計局「国勢調査」から算出） 

山形県：8.6％（H22）⇒ 9.2％（H27） 全国：8.7％（H22）⇒ 8.9％（H27） 

・離婚率（人口千人当たり、総務省統計局「統計でみる都道府県のすがた」） 

山形県：1.48（H26）⇒ 1.32（H29） 全国：1.75（H26）⇒ 1.68（H29） 

・年間収入のジニ係数※（２人以上の勤労者世帯） 

山形県：0.263 全国：0.256（平成 26年「全国消費実態調査」（総務省統計局）） 

 

 

 ・子どもの貧困率（県子育て推進部「子どもの生活実態調査」H30） 

  世帯の等価可処分所得が 122万円に満たない世帯の子どもの割合 山形県：16.0％ 

  平成 28年国民生活基礎調査における全国の子どもの貧困率：13.9％ 

 

●保護者の「学校に戻すこと」をゴールと捉えない考え方の増加 

※ジニ係数：所得や保有資産の格差を示した指標。 

０～１の値をとり、０は均等を示し、１に近づくほど不均等となる。 
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目標指標・達成状況 想定される関係要素 

⑩毎日朝食を摂っている児童生徒の割

合 

（文部科学省 

「全国学力・学習状況調査」） 

：小・中学校それぞれ増加させる 

 

【H30実績】 

小学校 6年生：88.9％ (H30：86.5％) 

中学校 3年生：87.2％(H30：84.3％) 

 

【計画策定時】 

小学校 6年生：90.8％（H26.4） 

中学校 3年生：87.5％（H26.4） 

【R2.3目標値】 

小・中学校それぞれ増加させる 

○朝ごはんを食べない理由（県子育て推進部「子どもの生活実態調査」H30） 

 「朝ごはんを毎日食べる」以外を選んだ割合 小５：6.6％、中２：10.0％ 

理由 小５ 中２ 

食べる時間がない 24.3％ 33.9％ 

お腹がすいていない 37.8％ 39.0％ 

朝ごはんが用意されていない 0％ 6.8％ 

食べる習慣がない 5.4％ 1.7％ 

わからない・無回答 35.1％ 23.8％ 

 

○いつもの就寝時間（県子育て推進部「子どもの生活実態調査」H30） 

 21時 

より前 

21～22

時の間 

22～23

時の間 

23～24

時の間 

24時 

より後 

決まって

いない 
無回答 

小５ 4.7％ 56.9％ 28.3％ 3.0％ 0％ 6.7％ 0.3％ 

中２ 0.5％ 13.1％ 39.4％ 28.9％ 6.0％ 12.0％ 0.2％ 

 

○普段（月～金曜日）の１日当たりのスマートフォン等の利用時間 

（通話やメール、インターネット。ゲームは除く）   （県義務教育課「学力等調査」H30.4） 

 
２時間以上 

１時間以上 

２時間より少ない 

１時間より 

少ない 
全くしない 

小５ 8.0％ 13.3％ 37.0％ 41.5％ 

中２ 23.1％ 27.5％ 32.7％ 16.7％ 

 

●保護者の朝食摂取の重要性に係る理解度 
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目標指標・達成状況 想定される関係要素 

⑯医学部医学科、難関大学の合格者数 

（県高校教育課調べ）：180人 

 

【H30実績】 108人（H29：98人） 

 

【計画策定時】123人（H26.4） 

【R2.3目標値】200人 

○医学部医学科、難関大学合格率推移（県高校教育課調べ） 

年度 H26.4 H27.4 H28.4 H29.4 H30.4 H31.4 

卒業 

生徒数 

（普通科＋ 

理数科） 

4,312 4,163 4,115 4,039 4,005 3,958 

出願者数 370 385 410 392 410 354 

合格者数 123 129 107 124 98 108 

合格率 33.2％ 33.5％ 26.1％ 31.6％ 23.9％ 30.5％ 

 

○本県高等学校卒業者の大学等進学率及び就職率の推移 

  H26 H27 H28 H29 H30 H31 

大学等進学率 ※1 44.7 45.1 44.9 45.3 45.3 44.6 

 うち県内進学率 27.0 27.2 28.1 27.7 28.3 30.8 

専修学校等進入学率 ※2 24.0 23.7 23.9 24.4 22.9 24.0 

就職率 29.6 29.5 29.8 28.7 30.1 29.8 

 うち県内就職率 77.2 78.0 77.4 77.8 76.5 77.9 

（文部科学省「学校基本調査」、H31結果は速報値） 

※1 卒業者に占める大学、短期大学、放送大学、高等学校専攻科等へ進学した者の割合 

※2 卒業者に占める専修学校、公共職業能力開発施設等へ進学した者の割合  
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目標指標・達成状況 想定される関係要素 

㉛学校管理下における事故災害で負傷

する児童生徒の割合（小・中・高計） 

（独立行政法人日本スポーツ振興 

センター「災害共済給付状況」） 

：減少させる 

 

【H30実績】 8.1％（H29：8.0％） 

 

【計画策定時】7.4％（H24） 

【R2.3目標値】減少させる 

 

○災害発生状況内訳（平成 30年度） 

・場合別                                    （単位：件） 

 
各教科等 

（うち体育） 

特別活動 

（学校行事 

 を除く） 

学校 

行事 

課外 

指導 

休憩 

時間 
通学中 その他 計 

小 1,068（876） 335 150 46 1,580 238 0 3,417 

中 1,072（998） 95 169 1,346 357 135 0 3,174 

高 521（485） 23 171 1,672 85 113 2 2,587 

・負傷・疾病の種類別                             （単位：件） 

 負傷 

（挫傷・打撲、

骨折、ねんざ等） 

疾病 

 

計 
熱中症 

負担の

累積 

負傷に

起因 
その他 

小 3,176 241 0 157 36 48 3,417 

中 2,946 228 25 150 35 18 3,174 

高 2,308 279 59 168 38 14 2,587 

 

○気象状況の影響 

（猛暑による集中力の低下等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（グラフ：気候変動適応情報プラットフォーム） 
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目標指標・達成状況 想定される関係要素 

㉝地域の行事に参加している児童生徒

の割合 

（文部科学省 

「全国学力・学習状況調査」） 

：小学校 6年生：88.3％ 

中学校 3年生：66.5％ 

 

【H30実績】 

小学校 6年生：85.7％ 

（H30.4：80.9％） 

中学校 3年生：65.9％ 

（H30.4：59.1％） 

 

【計画策定時】 

小学校 6年生：86.3％（H26.4） 

中学校 3年生：59.0％（H26.4） 

【R2.3 目標値】 

小学校 6年生：90％ 

中学校 3年生：70％ 

 

○地域の行事に参加している児童生徒の割合（％）全国平均との比較（矢印は前年比） 

 年度 H26 H27 H28 H29 H30 H31 

小

６ 

山形県 86.3 84.9↓ 84.9→ 82.7↓ 80.9↓ 85.7↑ 

全国平均 68.0 66.9↓ 67.9↑ 62.6↓ 62.7↑ 68.0↑ 

中

３ 

山形県 59.0 60.3↑ 59.5↓ 57.9↓ 59.1↑ 65.9↑ 

全国平均 43.5 44.8↑ 45.2↑ 42.1↓ 45.6↑ 50.6↑ 

○子どもたちの休日の過ごし方（塾やスポ少などの習い事の増加等の状況） 

 学校以外ですごす場所（小５）（県子育て推進部「子どもの生活実態調査」H30） 

①自分の家 91.4％ ②スポ少など学校以外のクラブ活動 24.2％ ③友達の家 23.9％ 

④コンビニやショッピングモール等のお店 21.7％ ⑤学習塾や習い事 13.5％ 

○子どもたちの地域の行事に対する感じ方 

 どんな時に楽しいと感じたり安心したりするか（小５）（県子育て推進部「子どもの生活実態調査」H30） 

 ・地域の行事に参加しているとき 41.9％ 

  ＜参考＞ 学校にいるとき 46.0％ 習い事やスポ少など学校以外の活動に参加しているとき 44.8％ 

       テレビを見ているとき 52.5％ ゲームを見ているとき 55.6％ 

       家族と一緒にいるとき 84.8％ 友達と一緒にいるとき 83.3％ 

●後継者不足に悩む団体の割合の増加（各団体に占める小中学生の割合の減少） 

●親世代の地域の自治会等への加入減、自治会等自体の減 

●参加者の固定化（参加しない家庭の固定化） 

＜参考：本県の子どもの数の推移（文部科学省「学校基本調査」）＞ 

 H28（前年比） H29（前年比） H30（前年比） R1（前年比） 

小学校 55,152人（－）  54,043人（△1,109） 53,308人（△ 735） 52,034人（△1,274） 

中学校 30,544人（－）  29,572人（△  972） 28,417人（△1,155） 27,938人（△ 479） 

義務教育学校    408人（－）    400人（△   8）   382人（△  18）   383人（＋  1） 
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目標指標・達成状況 想定される関係要素 

㊶総合型地域スポーツクラブの会員数 

（スポーツ庁「総合型地域スポーツク

ラブに関する実態調査」） 

：増加させる 

 

【H30実績】 19,834人 

（H29：20,679人） 

 

【計画策定時】22,048人（H25） 

【R2.3目標値】増加させる 

 

○クラブ数・会員数の推移 （クラブ数の増減 新設７、廃止１ ⇒ ６増） 

 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 

クラブ数 59 62 63 63 62 65 

会員数 22,048 22,415 21,834 21,261 20,679 19,834 

（前年度比） － 367 △581 △573 △582 △845 

○年齢別人口の推移（（ ）内は全体に占める割合）（県企画振興部「平成 30年山形県の人口と世帯数」） 

 ０～14歳（％） 15～64歳（％） 65歳以上（％） 

H25 141,931 (12.5) 665,294 (58.5) 330,702 (29.1) 

H26 139,089 (12.3) 650,545 (57.7) 337,692 (30.0) 

H27 135,760 (12.1) 639,336 (57.1) 344,353 (30.8) 

H28 132,763 (12.0) 626,135 (56.5) 349,689 (31.5) 

H29 129,360 (11.8) 613,859 (56.0) 353,791 (32.3) 

H30 126,441 (11.6) 602,133 (55.5) 356,789 (32.9) 

○この１年間に行った「スポーツ」や「運動」（上位５位まで）※ 

①「ウォーキング(歩け歩け運動、散歩などを含む)」40.2％ 

②「体操(ラジオ体操、職場体操、美容体操、エアロビクス、縄跳び、花のやまがたしゃんしゃん体操 

などを含む)｣31.0％  ③「室内運動器具を使ってする運動」10.8％  ④「ボウリング」9.9％  

⑤「ランニング（ジョギング）」8.4％  ◎スポーツや運動はしなかった 25.4％ 

○スポーツや運動を行わなかった理由（上位５位まで）※ 

①「仕事(家事・育児)が忙しくて時間がないから」39.8％ 

②「仕事等で体を動かし疲れているから」34.3％  ③「機会がなかった」24.1％ 

④「年をとったから」13.4％           ⑤「仲間がいないから」13.0％ 

○スポーツの振興を図るために行政が今後力を入れるべき事項（上位５位まで）※ 

①「年齢層にあったスポーツ・レクリエーションプログラムの開発普及」41.4％ 

②「各種スポーツ行事・大会・教室の開催」24.3％ ③「スポーツによる出会いや交流の促進」21.3％ 

④「地域のスポーツクラブやスポーツサークルの育成」19.0％ ⑤「スポーツに関する広報活動」17.5％ 

 

●市町村との連携状況（事業受託状況） 

※平成 28年度「県政アンケート調査」結果から 
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＊上記以外の未達成項目 

⑬全国学力・学習状況調査における正答率が全国平均以上の科目数 

⑳英検準 1級以上の英語力のある英語担当教員の割合（文部科学省「英語教育実施状況調査」） 

㉓ＩＣＴ環境の整備充実（無線ＬＡＮ整備率）（県高校教育課調べ） 

㊸国民体育大会天皇杯順位 

 

＊県子育て推進部「子どもの生活実態調査」H30 

 ・調査対象：平成 30 年４月１日現在、満５歳（年長児相当）、満 10 歳（小学５年生）、満 13 歳（中学２年生）、満 16 歳（高校２年生相当）の子どもと

その保護者 7,591世帯 ※満５歳は保護者のみ 

 ・調査方法：住民基本台帳から上記対象年齢ごとに５分の１程度を無作為に抽出、郵送により調査票を配布・回収 

 ・調査期間：平成 30年８月９日から９月３日まで 

 ・有効回答：子ども 1,807世帯（30.5％）※満５歳を除く 5,919世帯中 保護者 2,529世帯（33.3％） 


